
 

 

 

 

５．予 防 

 

 

 

 

 

 

 

 



   41 

(１)火 災 の 概 況 

 

夕張市における平成 30年中の火災発生件数は 7件で、そのうち建物火災は 3件、車両火災は 3件、その

他火災は 1 件であった。焼損床面積は 0.012 ㎡、焼損表面積は 0.945 ㎡、損害額は調査中の 2 件を除き

240,000 円で、火災により 2人が負傷した。 

 

１ 火災件数及び火災種別 

 (1) 火災件数 

   火災件数は 7件で、前年に比べ 2件の増加となった。 

 (2) 火災種別 

  ア 建物火災は 3件で、前年同様となった。 

  イ 車両火災は 3件で、前年に比べ 2件の増加となった。 

  ウ その他火災は 1件で、前年同様となった。 

  エ 林野火災は、平成 7年以降 23 年間発生していない。 

 

２ 焼損面積と損害額 

 (1) 焼損面積 

   焼損床面積は 0.012 ㎡、焼損表面積は 0.945 ㎡であった。前年に比べ、焼損床面積が 27.858 ㎡の減

少、表面積は 38.146 ㎡の減少となった。 

 (2) 損害額 

   調査中を除き 240,000 円 

 

３ 死傷者 

  火災による負傷者が発生したが、死者は平成 23年 3月 15 日以降発生していない。 

 

４ 出火原因 

  出火原因別に見ると、建物では調査中の 2 件を除き、「コンロ」が 1 件、車両火災では、「内燃機関」

「排気管」「衝突により発火」がそれぞれ 1件、その他火災は「ライター」が 1件である。 

 

５ 現状と課題 

  平成 30年中に発生した火災は 7件で、前年に比べ 2件増加し、過去 5年間中、平成 26年の火災 6件

を上回った。出火原因として火気取扱い不注意による出火が見受けられることから、火災予防の啓発・

広報活動等はもとより、あらゆる機会を通じて、身近な火災危険の認識や防火の備えを働きかけ、市民

の防火意識を高めていくことが重要である。 

  また、車両火災が全体の 4割を占めており、整備不良が原因の火災が増加傾向にある。走行中に出火

した場合、交通事故などに発展する恐れもあり、日常点検や法定点検をしっかり行うよう促す必要があ

る。 

さらに、全国的に火災による死者が高齢者を中心に増加していることから、住宅用火災警報器設置率

の向上及び維持管理をより一層促進し、事業所等における火災予防対策と並行して強化することが課題

である。 
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(4)原因別火災発生状況
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※調査中を除く
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(７)危険物製造所等の設置状況
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（１２）防火管理者選任状況

４　項

５項

８　項

対象数

　料理店

　　防火管理者が必要な防火対象物及び防火管理者選任数

６項
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0
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　公会堂又は集会場

選任数
区　　　分　

　防火対象物

　図書館、博物館、美術館

　幼稚園又は特別支援学校

　デイサービスセンター、養護学校、保育園

　老人ホーム、グループホーム

　病院、診療所又は助産所

　寄宿舎、下宿又は共同住宅

　特殊浴場

11　項

15　項

　百貨店、マーケットその他の店舗

　飲食店

　遊技場又はダンスホール

　旅館、ホテル又は宿泊所

　学校（各種学校その他これに類するもの）7項

16項 　複合用途

９項

　劇場、映画館

合　　　　　　　　　　　　　　　　計

　前各号に該当しない事業所

　工場又は作業場

　神社、寺院、教会

３項

　公衆浴場
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（14）防 火 団 体 

 

夕張市幼少年婦人防火委員会 

    

    

幼年消防クラブ 少年消防クラブ 

（３団体８４名） （６団体２１名） 

 

○ 夕張市幼少年婦人防火委員会 

会 長 夕張市消防長 

委 員 夕張市消防団長 夕張保育協会理事長 

 沼ノ沢少年消防クラブ幹事長 南部少年消防クラブ幹事長 

 新夕張保育園園長  

監 事 新夕張保育園園長 沼ノ沢少年消防クラブ幹事長 

 

○ 幼年消防クラブ 

クラブ名 クラブ員数 結成年月日 

新夕張保育園幼年消防クラブ ２４名   昭和６１年 ６月 ３日 

清陵保育園幼年消防クラブ ４０名   昭和６１年 ６月 ３日 

沼ノ沢保育園幼年消防クラブ ２０名   昭和６１年 ６月 ３日 

 

○ 少年消防クラブ 

クラブ名 クラブ員数 結成年月日 

若菜少年消防クラブ ０名   平成 ７年 ４月２４日 

清陵二区少年消防クラブ 0 名   昭和５９年 ７月１１日 

沼ノ沢少年消防クラブ １１名   昭和３１年 ５月 ５日 

真谷地六区少年消防クラブ ０名   昭和４２年 ５月２０日 

紅葉山少年消防クラブ ０名   昭和３３年 ９月 １日 

南部少年消防クラブ １０名   昭和３７年１２月１５日 

 

● 消防クラブ活動 

  ・少年消防クラブによる夜回りの実施 



※１　資格区分の検定資格者とは、資格者告示第１条各号の規定により予防技術資格者の資格を得た者
※２　資格区分の認定資格者とは、資格者告示附則第４項各号の規定により予防技術資格者の資格を得た者

資格区分 防火査察 消防用設備等 危険物

（15）予防技術検定資格取得状況

検定資格者　※１ 2 1 0 1

平成３０年　取得状況

　　　　検定区分

人数

内　　　　訳

平成３０年１２月３１日現在 合計

4

　　　　検定区分
人数

内　　　　訳

資格区分 防火査察 消防用設備等 危険物

※重複取得含む

検定資格者　※１ 4 4 1 2

認定資格者　※２ 4 4 4
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